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テロを止める、紛争を解決する。
前例がないなら、私たちが挑戦する。

「世界最悪の紛争地ソマリアをどうにかしたい」
そんな想いを持った学生から、活動がはじまりました。

代表理事・永井が早稲田大学に入学した2011年、「ソマリアは『世界最悪の人道危機』から『想像も

できない比類なき人類の悲劇』へと変貌している」という国連の緊急プレスリリースに出会いました。

厳しい紛争と飢饉の状況を知り、何かできることはないかといくつかの国際協力団体に問い合わせ

ましたが、治安状況などを理由にどの団体もソマリアでは活動していませんでした。最も取り組みが

必要とされていることを理解していながらも、危険すぎることや有効な対応策がないことから誰も何

もできていないことに強い問題意識を抱きました。「リスクや未熟さを踏まえてでも、見て見ぬふりを

するのではなく、今・ココでできる最大限をやるべきではないか」ーそのように考えた永井をはじめと

するメンバーのもと、2011年9月、私たちの前身団体である「日本ソマリア青年機構」が設立されま

した。

2011 2013 2016 2017

2013年9月からはソマリア人ギャングたちと対話の場を創り、彼らが若者として再出発することを目指す

「Movement with Gangsters」を開始。

いわゆるテロ組織からリクルート対象となっていると同時に、治安悪化の主要因であるギャングたちを、同

じ若者として受け入れて変革の主体者に導くことは、彼らと同世代の学生だからこそできることでした。

2017年4月には、様々な問題の根源ともなるテロや紛争の解決を目指して法人化。ここから「アクセプト・

インターナショナル」としての新たな挑戦が始まりました。現在は、国連や現地政府とも連携して、ソマリア、

ケニア、インドネシア、イエメン、日本でプロジェクトを実施しています。

こうした現場での取り組みはもちろんのこと、創立10周年を迎えた2021年9月26日には「テロや武力紛

争に関わる若者の権利宣言」を発表。1秒でも早く、1人でも多くの若者が武器を置き、人生をやり直すこと

ができる環境を創るべく、本宣言を国際規範化する取り組みにも挑戦しています。

生まれながらのテロリストはいない。
歪んだ社会や日々の苦しい生活をなんとかしたい。そして気づいたら、武器を持っていた。テロや紛争は、

そうするしかなかった人たちでできています。そしてその大半は若者です。

私たちは、そんな紛争の当事者の人生に寄り添いながら、テロリストではない未来を創る、日本発の国際

NGOです。

テロや紛争のない世界は、決して夢物語ではない。
私たちはそう信じています。

沿革・創設ストーリー
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活動アプローチ

ソマリア緊急支援概要
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私たちの問題意識
なぜテロと紛争に取り組むのか

その背景にある「テロ組織」の台頭

テロ組織が絡んだ紛争をどう解決するか。
国際社会は未だに「答え」を見つけられずにいます。

武力による制圧だけでは、解決に至らないことを
私たちは知っています。

テロ発生件数・テロによる死者数の推移

テロ発生件数 (2020年 ) テロによる死者数 ( 2020年 )

8,438 件 20,329人
過去20年で約4.5倍 過去20年で約5倍

ある日突然、大切な命を奪うテロ。
直接的な被害をもたらすだけではなく、難民問題や貧困などを引き起こす要因ともなっています。

「テロ組織」の統一された定義は存在しないものの、一般的には、政治的・宗教的な目的を果たすために暴力
を用い、恐怖によって支配しようとする組織を指します。テロや紛争による甚大な被害の背景には、2001年の
米国同時多発テロと対テロ戦争、それに伴う「テロ組織」の台頭があります。イラク・シリアにおけるイスラー
ム国（ISIS）、ナイジェリア・チャド湖周辺のボコ・ハラム、アフガニスタンのアル・カーイダ、そしてソマリアの
アル・シャバーブをはじめ、テロ組織の脅威は長期化・広域化しています。

テロ・紛争解決において武力介入の必要性を完全に否定することはできませんが、それだけでは不十分であり、
「やられたらやり返す」という憎しみの連鎖に陥ってしまいます。だからこそ、受け入れる姿勢に立った人道的なア
プローチが重要だと考えています。

従来、紛争解決は和平合意の締結によって行われてきました。
これは紛争当事者同士が対話をすることにより、妥協点を見出して解決を図る方法です。しかし「いわゆるテロ組
織が当事者として関与する紛争」においては、彼らと対話の場をもつこと自体が非常に難しく、国際社会は解決の
ための新しい方法を模索しています。

件数死者数

出典：Global Terrorism Database

発生件数 死者数

▼
▼
▼

▼
▼
▼

テロと紛争により
年間およそ150,000人の命が奪われています

P4 ｜  問題意識 P5

国際テロ組織の台頭



Q.テロ組織と直接の対話が
   できないときにどうするのか？
A.私たちが取り組む
   「過激化防止」と「脱過激化・社会復帰支援」

過激化リスクが高い地域・人々に対する「過激化防止」と、いわゆるテロリストやギャングなど
の紛争当事者が武器を置き、社会の中でやり直すことを支援する「脱過激化・社会復帰支援
＋投降促進」を基軸に、テロや紛争の解決に取り組んでいます。

私たちのアプローチ
テロと紛争をなくすために、本当に必要なことを。

私たち独自の取り組みがもたらす社会的インパクト 国内外で高い評価を受けています
こうした取り組みは、英国ロンドンを拠点とする国
際サミット「One Young World」のグッド・イン
パクト特集に取り上げられました。

そこでは第三者委員会による評価が行われ、私た
ちの取り組みは 1 ドルの資金投入で 32 ドルの
社会的インパクトを生み出していると、その効率
性が高く評価されました（2021 年 3月当時）。
例えば、1 万円のご寄付を活動に充てると、32 万
円相当の価値として社会に還元されることを意味
します。

私たちの取り組みは、ケニアにおけるソマリア人ギャングの脱
過激化・社会復帰支援事業から、現在のソマリアやイエメン
における同様の取り組みに至るまで、国内外で高い評価を受
けてきました。

過激化リスクが高い地域において、いわゆるテロ組織のリクルー
ト対象となりやすい若者をはじめとした対象者が、組織へ加入
しない道を選べるように支援しています。過激化の理由はさまざ
まですが、脅迫や誘拐はもちろん、貧困、社会への不満、孤独や
洗脳、などが背景にあります。だからこそ、取り残された地域で不
満を抱える方々の声に寄り添い、ライフスキルトレーニングや収
入創出支援、社会での居場所づくりやコミュニティを巻き込んだ
啓発活動などを行なっています。

過激化防止

過激思想や違法行為からの脱却に加え、社会に出てからのやり
直しを支援しています。具体的には、対象者が過激な行為に至っ
た背景に耳を傾けながら、新たに若者として生きていく準備をし
ます。その後、彼らの経済・社会的自立に向けたさまざまなトレ
ーニングに加え、いつでも頼れる存在として長期的なカウンセリ
ングも行います。また、電話相談窓口を記載した投降リーフレッ
トの展開により、いわゆるテロ組織からの投降（脱退）を促してい
ます。

脱過激化・社会復帰＋投降促進

主な受賞 /選出歴

外務大臣奨励賞を受賞
公益財団法人社会貢献支援財団による

第55回社会貢献者表彰（日本財団賞）を受賞

パリ平和フォーラム2020にて
「地球規模課題を解決するソリューション」

として日本から初採択

バーレーン国王と国連開発計画が
共同開催するKing Hamad Awardにて

平和賞を受賞

中曽根平和研究所より
中曽根康弘賞（奨励賞）を受賞

第2回
「SDGsジャパンスカラシップ岩佐賞」

（平和・人権の部）を受賞

P6 ｜  活動アプローチ P7

コミュニティの
テロリストへの
憤慨や差別

コミュニティが
テロ組織を受け入れる

準備が進む

テロの発生
紛争強度の
高まり

テロ組織の
勢力拡大

テロリストや
ギャングが

脱過激化できず
社会復帰が
できない

テロリストや
ギャングが
脱過激化し
社会復帰が
できる

テロリストや
ギャングが

脱過激化できず
社会復帰が
できない

テロリストや
ギャングが
脱過激化し
社会復帰が
できる

加入者の
増加

テロの減少
紛争強度の
低下

テロ組織の
勢力低下

加入者の
減少



干ばつと、”テロ組織” の脅威から逃れてきた　
ー アムラン・アハメド 

P8 ｜ソマリア2022緊急支援プロジェクト P9

ソマリア緊急支援概要

ウクライナ危機がもたらす新たな緊急事態を防ぐ。
26万人が亡くなった“大飢饉”を繰り返さないために。

子どもが3人いて末っ子はまだ1歳です。
干ばつによる生活苦と、”テロ組織”アル・シャバーブの脅威から
逃げてきました。
食糧と栄養剤をもらったので、しばらくは安心できそうです。私た
ちを見捨てずに支援してくれてありがとうございます。

国際社会や現地コミュニティの努力により、最悪の状況を避けることができたものの、大干ばつの影
響は現在も深刻です。

2023年3月25日に発表されたソマリア政府と国連機関の共同研究報告書によれば、2022年の大
干ばつによる死者数は少なくとも4万3千人に上ります。加えて、今年6月までの食糧危機による死者
数は1日あたり135人に届き、1万8千人から3万4千人の新たな死者が出るとも予想されています。

これを受け、国連による新規の人道支援基金が設立されていますが、加盟国にとって外交的な優先
度の低いソマリアへの支援金は集まりにくく、必要な金額のうち15％以下の資金しか集まっていな
い状況です。

このように一連の大干ばつの影響が長期化しているからこそ、包括的で継続的な取り組みが求めら
れています。私たちは引き続き現地のニーズに対して、適切な支援を届けていく所存です。

緊急支援プロジェクトの概要
私たちは大きく2つの緊急支援を実施しました。失われようとする命を守るための緊急対応はも
ちろんのこと、飢饉をもたらす重要な要因ともなるテロ・紛争の解決に向けた取り組みの両輪を
回すことが重要だからです。

最も取り残されている約2万人への緊急支援
特に脆弱な状況にある乳幼児・5歳未満の子どもや、妊産婦・授乳中の女性など約2万人を対象
に、現地政府や国連機関、現地NGOとの連携で緊急支援を実施しました。まず、都市部から水を
運搬しタンクに貯水することで、水へのアクセスを確保。加えて、医療スタッフの診断のもと栄養
不良と判断された対象者に対しては、ビタミンA、鉄、ヨウ素などを含む栄養改善のビタミン剤、
必須栄養素を含む食料品などを提供しました。また、破傷風やコレラなどの感染症予防に関する
啓発プログラムや近隣の医療機関に関する情報を提供するとともに、医療措置が必要とされる
場合には、医師との連携で緊急治療を実施しました。干ばつの影響が長期化していることから、
国内避難民キャンプで十分な支援を受けられていない子どもや若者たちへの基礎教育及び職業
訓練の機会も提供しました。

若者が暴力に頼らずに生きていく支援の強化
私たちがこれまで力を入れてきた取り組みを強化し、脆弱な状況にある若者が暴力に頼らずに
生きていくことを後押ししました。まず、地域コミュニティの長老や代表者と連携し、脆弱な若者
たちに暴力に頼らずに生きていく選択肢を働きかけ、この危機の中でテロ組織を含む武装勢力
への加入防止を目指しました。さらに、テロ組織の内部で苦しむ若者たち350名が武器を置くた
めの支援も強化することで、暴力の連鎖を止めることに貢献しました。

アフリカのソマリアに迫った飢饉
ロシアによるウクライナへの軍事侵攻は、国際社会を不安定化させるとともに、世界の食糧・燃
料価格を急騰させました。それにより、この40年で最悪の干ばつに苦しむアフリカのソマリアで
は、人口のおよそ半数に相当する780万人が食糧危機に直面し、5歳未満の子ども180万人が
2022年の12月末までに急性栄養失調に陥ることが懸念されていました。また、そうした厳しい
環境下において、自らの生活を守るためにテロ組織などの武装勢力へと加入する若者が増え、状
況はさらに不安定化しました。

こうしたソマリアの状況は、約26万人が亡くなった2011年の飢饉発生時と類似しており、即座
に手を打たなければならない状況でした。そこで私たちは、この人災に対して緊急支援を実施す
るとともに、人々が暴力ではない道を歩むことをさらに後押しすることで、負の連鎖を解いていく
ことに決めました。

国連による最新の報告書



組織概要
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監 事 国吉 大陸（公認会計士・税理士）　税理士法人タックスアイズ

総会

理事会

事務・広報局

事務部

社会復帰・
社会統合支援部

更生保護支援部

渉外部

広報部

管理部

収益事業部

海外総務

ソマリア

イエメン

ケニア

インドネシア

海外事業局国内事業局

2022年度も、
皆様のおかげで
着実に成長した1年でした。

代表理事　永井 陽右
NPO法人アクセプト・インターナショナル

NPO法人化して6年目となった2022年度も、皆様
のおかげさまで着実に成長した1年となりました。基
幹事業である脱過激化・社会復帰支援に加えて、地
域における和解や社会融和をも視座に入れた緊急
人道支援や、過激化予防を視野に入れた啓発啓蒙
の取り組みなども本格化し、さらに大きなインパクト
を生むことができました。

ソマリアでは、これまで続けてきたいわゆるテロ組織
アル・シャバーブからの投降兵・逮捕者への脱過激
化・社会復帰の取り組みの対象者がさらに増えると
ともに、施策自体もさらに強化することができまし
た。さらに、アメリカ政府国務省との協力の下、現地
のラジオ局と連携しさらなる投降促進と啓発啓蒙を
拡大する取り組みも開始しました。なお、2022年に
ソマリアを襲った大干ばつにおいては、ソマリア中部
において最も脆弱な人々への緊急人道支援も行うこ
とができ、それによって確かに繋がる命がありまし
た。

イエメンにおいては、フーシ派との捕虜交換におい
てリハビリテーションの重要性を訴え続けるととも
に、実際にタイズ中央刑務所内にある捕虜特別収容
所にてフーシ派捕虜らへの脱過激化・社会復帰支援
を開始しました。収容されている捕虜への取り組み
は、イエメン史上初の取り組みです。順調に前例を作
り上げていく中で、さらなる人数への取り組みの準
備が進められています。

ケニアおよびインドネシアにおいても、既存の取り組
みの拡大に加えて問題解決に向けたさらなる新たな

施策が始まりました。例えばケニアでは、JICAと
の協力の下、暴力的過激主義対策に関係するソマ
リア政府関係者をケニアに招聘しての研修事業が
始まりました。インドネシアでは、問題視され続け
てきたオンライン過激化へ対応する取り組みが実
を結び、カウンターナラティブとして作成した動画
などの製作物が66万回ほど再生されるという成
果にも繋がりました。

そして、日本国内での更生保護事業ならびにイス
ラーム教徒を中心とする在日外国人支援事業もさ
らに本格化し、日本においても私たちらしい、私た
ちだからこそできる貢献を行うことができていま
す。その他、様々なスタッフも増えたこともあり、事
務局機能も益々強化することができました。

さらに、2021年9月26日に発表した「テロや武力
紛争に関わる若者の権利宣言」をベースとした国
際規範の制定に向けても着実に進んでおります。
人権・人道の聖地ジュネーブでの議論、交渉、研究
を経て、ここからはいよいよニューヨークでのアク
ションも開始していきます。

この世界に蔓延する憎しみの連鎖を断ち切り、解
決を導く循環を創り上げることが私たちの使命で
す。その使命を果たすべく、やるべきことを全て行
う決意です。どうぞ引き続き、温かいご支援・ご協
力をいただけますよう、何卒よろしくお願い申し上
げます。

更生保護支援部
山下 寿々

アクセプトの活動をより多くの人に知っても
らい、テロや紛争の問題を啓発するためのイ
ベントの運営などに携わっています。

常に問題の "解決 "を考え、ものすごい熱量
とスピード感で実行に移すアクセプトで活動
していると、国際社会の潮流が少しずつ変わ
るのを間近に見られます。また、学生時代に
勉強してきたことも活かすことができ、相互に
刺激のあるサイクルを作ることができました。

本職では日々の業務に忙殺されている感覚
があります。だからこそ、自分の自由な時間
は、他の何でもない " 必要だから "という混
じり気のない理由で問題に忍耐強く向き合
い、自力で道を切り開くアクセプトの活動に今
後も費やしたいです。

ケニアやソマリアにおいて、失業中の若者の
収入創出を通じた過激化防止や、テロ受刑者
の脱過激化・社会復帰支援に加え、こうした
現場での経験を活かした日本向けの広報活
動に携わっています。

活動をする中で様々な壁に直面しますが、そ
の度に、多くの方々に支えていただきながら
乗り越えてきました。実務で貢献してくれる志
の高い学生インターンや社会人プロボノの存
在はもちろん、毎月の温かなご支援をいただ
くアクセプト・アンバサダーの皆様の言葉に、
いつも勇気づけられています。

参画してから7年が経ちましたが「理不尽な
悲しみを見たくない」という想いは今も変わ
っていません。取り組みを通じて暴力の連鎖
を止め、より多くの人々を救うために、今後も
やるべきことを実行していく所存です。

国内において、 “ 加害者 ” となった 10～20
代の若者、犯罪や非行に繋がる恐れのある若
者への支援を実施しています。彼らが身近に
頼れる人を持ち、犯罪に繋がることなく希望
を持って生きていくことができるよう、相談支
援を含む包括的支援を実施しています。

以前は、障がい福祉の分野に従事していまし
たが、既存の制度や支援からも取り残されて
しまう方のための支援がしたい、と思いアクセ
プトに入職しました。彼らを「加害者」としてで
はなく一人の人として、彼ら自身を真に「受け
入れる」こと。この団体の姿勢や歴史を日本
国内でも体現しています。

彼ら自身が、私たち支援者だけではなく、社会
から適切に「受け入れられる」ように今後も邁
進してまいります。

収益事業部
高橋 あきつ

海外事業局
山﨑 琢磨

メンバーの声

P10 ｜  組織概要 P11

 （一部）





「家族とともに平穏に暮らしたい」
元フーシ派 戦闘員 オマール

主なアウトプットイエメン事業概要

すべての若者が武器ではなく、
希望を持てるように
10年以上にわたる激しい紛争により、イエメン共和国は甚大な被害を被っています。特に
2014年に内戦が勃発してからは、いわゆるテロ組織「フーシ派」の蜂起により、事態はさらに
泥沼化しています。その他にも、アラビア半島のアル・カイーダ（AQAP）及びイスラーム国
（IS）などの組織に加え、国内の複雑な部族制度が事態をより深刻なものにしています。その結
果、2015年以降300万人以上が難民となるなど、同国は最も緊急度の高い人道的危機に直
面しています。

しかし、より懸念されるのは、それらの危機を生み出している紛争当事者、特に武装勢力やい
わゆるテロ組織の支配地域にいる若者や子どもたちが勧誘される問題です。実際、彼らが強制
的にテロ行為に加担させられたりするケースは後を断ちません。

また、若い世代が過激化し暴力に訴えることで、地域コミュニティの間に亀裂が生じ、さらなる
憎しみの連鎖が発生しています。そのため、仮に若者や子どもたちが武装勢力やいわゆるテロ
組織から脱退したとしても、社会に復帰することは難しく、再過激化したり、再び組織に戻った
りするリスクが高い状況が続いています。このように喫緊のニーズがあるにもかかわらず十分
な取り組みがなされていないことを踏まえ、私たちはソマリアなどでの経験を生かし、イエメン
においても事業を展開しています。

DRRプロジェクト
脱過激化（Deradicalization）・社会との接
点構築（Reinsertion）・社会復帰（Reinte-
gration）をコンセプトとしたDRRプロジェク
トを実施しています。本プロジェクトでは、いわ
ゆるテロ組織であるフーシ派からの投降兵や
帰還兵に対して、包括的な支援を展開していま
す。具体的には以下のプログラムなどがあり、
これらを通じて彼らの能力向上を実現すること
で、地域社会の経済力向上や、地域社会のニー
ズ充足、地域の安定化等を狙いとしています。

私たちは現地NGO、地方政府、日本在住のイ
エメン人等といった様々なカウンターパートと
協力し、南西部タイズ州で事業を実施していま
す。タイズ州は、フーシ派と暫定政府との紛争
の前線であり、投降兵や帰還兵が帰還する地
域としても重要であることから、活動地域とし
て選定されました。

イスラーム教再教育ゼミ職業訓練

ケアカウンセリング 脱退支援活動

幻滅対策セッション

市民教育

10０名 887名
刑務所に収容されたフーシ派の捕虜
148名に直接的にアクセスし、
脱過激化・社会復帰支援を提供

148名　
捕虜交換交渉において
フーシ派の捕虜887名の開放
と交換を促進

いわゆるテロ組織フーシ派の
帰還兵・投降兵100名を受け入れ、
社会復帰を支援

刑務所での新たな取り組みと捕虜交換の見通し
2022年10月より、10年以上にわたって紛争が続くイ
エメン・タイズ県の中央刑務所にて、いわゆるテロ組織
フーシ派の構成員が脱過激化し、社会復帰するための
取り組みを開始しました。彼らが収容されていた居房に
は窓も電気もなく、基本的に外出も許されていなかった
ために悪臭がするなど、衛生環境は極めて劣悪でした。
このような環境に置かれた対象者は、むしろ不満や憎
悪が溜まる一方で、脱過激化することは容易ではありま
せん。

そこで私たちはまず、新たな居房を3、4室ほど増築する
など施設の改修を行うとともに、プログラムに必要な物
品を提供し、収容環境の改善に取り組みました。並行し
て、ケアカウンセリングと宗教再教育プログラムも開始
し、対象者の脱過激化と社会復帰に向けた準備も進め
ていきました。本刑務所でフーシ派の対象者に関わる
ことが許されたのは、国際組織として初の事例です。

加えて、刑期の存在しない抑留者（捕虜）を、捕虜交換

の枠組みで解放するための交渉にも取り組み始めまし
た。フーシ派とイエメン暫定政府との間には停戦合意
が不定期で結ばれるなど、少なくとも対話の場を構築
することができています。その一環として、フーシ派の捕
虜と、フーシ派に捕えられている政府側の捕虜の解放、
およびその交換の枠組みが存在しており、その交渉現
場には唯一の外国人として代表・永井も参画していま
す。スイスのベルン郊外で行われたイエメン政府とフー
シ派による捕虜交換交渉では、合計887人を釈放・交
換することが決定しました。タイズ県の中央刑務所で対
象としている148名はここには含まれていませんが、私
たちが実施している脱過激化プログラムを他のフーシ
派の捕虜にも提供していくことについて最終的な口頭
の合意を得ることもできました。

私たちは今後も様々な可能性を探りつつ、イエメンの和
平に向け、若者が武器ではなく希望を持てるよう尽力し
てまいります。

オマールは、1997 年生まれ（現在26歳）の若者で、 
いわゆるテロ組織フーシ派から脱退して私たちのプロ
ジェクトに参加しました。フーシ派の所属歴は2年弱と
そこまで長くなかったものの、最前線で政府軍と戦う
中で友人を亡くした過去があります。

フーシ派への加入理由はいくつかありますが、10年以
上にわたって続く紛争の中で厳しい生活を強いられた
ことに加え、家庭が貧しかったこともあり、長男だった
彼はフーシ派からリクルートされたのちに参加してい
きました。しかし、内戦でイエメン人同士が戦い、血を
流していくことに疑問を持った彼は、フーシ派の支配
領域に住む家族とともに組織から逃げ出し、タイズ県
で私たちと出会いました。

落ち着いた口調で過去について淡 と々話す様子から、
現地スタッフを含む全員が彼の年齢を疑いましたが、
若くして最前線での戦闘を経験した末の姿であること
は想像に難くありません。まずは戦闘での疲れを癒や
し、家族とともに平穏に暮らしたいという彼の意向を尊
重し、長期的なサポートを実施していく所存です。

P14 ｜  イエメンでの取り組み P15













金　　額 小計・合計
【Ａ】経常収益
１　受取会費 750,000

正会員受取会費 110,000
賛助会員受取会費 640,000

２　受取寄附金 85,059,735
受取寄付金 62,020,025
ボランティア受入評価益 23,039,710

３　受取助成金等 42,146,188
受取助成金 42,146,188

４　事業収益 4,389,208
受託事業収益 2,050,000
啓発啓蒙事業収益 2,339,208

５　その他の収益 101,296
受取利息 194
雑収益 101,102

経常収益計 132,446,427
【Ｂ】経常費用
１　事業費
（１）人件費 61,315,661
役員報酬 4,344,000
給料手当 32,448,522
臨時雇賃金 701,452
ボランティア評価費 21,465,397
法定福利費 1,783,982

通勤費 572,308

（２）その他経費 76,664,011

渉外費 83,143

業務委託費 5,708,069

諸謝金 5,697,019

印刷製本費 1,833,119

会議費 495,402

寄贈費 1,007,876

旅費交通費 12,301,490

通信運搬費 1,528,881

消耗品費 19,166,873

修繕費 8,695,733

水道光熱費 1,080,047

地代家賃 2,961,113

賃借料 3,914,190

新聞図書費 126,917

保険料 188,049

備品費 5,695,858

諸会費 933,320

租税公課 84,656

研修費 170,266

支払手数料 1,049,247

支払助成金 1,060,127

雑費 35,159

為替差損 2,847,457

事業費計 137,979,672

２　管理費
（１）人件費 4,426,801

役員報酬 436,000

給料手当 1,702,000

法定福利費 616,488

ボランティア評価費 1,574,313

通勤費 98,000

（２）その他経費 5,030,301

業務委託費 548,170

印刷製本費 99,287

会議費 2,000

旅費交通費 24,160

通信運搬費 351,498

消耗品費 182,546

水道光熱費 21,294

地代家賃 260,107

広報費 1,370,898

渉外費 6,220

保険料 10,700

備品費 60,720

諸会費 286,165

租税公課 3,810

研修費 15,000

支払手数料 1,716,266

雑費 71,460

管理費計 9,457,102

経常費用計 147,436,774

当期経常増減額【Ａ】－【Ｂ】　・・・① -14,990,347

【Ｃ】経常外収益
過年度損益修正益 32

経常外収益計 32

【Ｄ】経常外費用
過年度損益修正損 0

経常外費用計 0

当期経常外増減額【Ｃ】－【Ｄ】・・・② 32

税引前当期正味財産増減額①＋②・・・③ -14,990,315

法人税、住民税及び事業税　・・・④ 0

前期繰越正味財産額 ・・・⑤ 41,924,560

次期繰越正味財産額③－④＋⑤ 26,934,245

科目
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